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要 約 

携帯電話を用いて、地震などの災害発生直後の輻輳が発生した場合においても災害情報収

集が可能な災害情報収集システムを開発した。災害情報を収集する人は、事案、位置情報、

写真などの災害情報を携帯電話のメモリに蓄積することができるのが最大の特徴である。

また、本システムの実用化に向けて、香川県高松市において一般住民を対象とし、操作性

などの検証実験を行った結果、被験者の大部分が本システムを操作し、情報を収集できる

ことが確認された。 
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1.はじめに 

 

 近年の携帯電話の普及率は著しく、また、その機能も高度化しており、通常時における有用性につ

いては言うまでもない。この携帯電話が持つ普及性、携帯性、操作性、独立性、カメラ機能等の特徴を

災害時の情報収集に活かすことができれば、的確な応急対応のための有力な支援情報となる。 

地震発生の直後においては、できるだけ早く被害状況を把握し、適切な緊急対応を迅速に行うことが

求められる。1995 年に発生した阪神・淡路大震災において、発災直後、被害に関する情報の空白期が生

じ、迅速な緊急対応をとることができなかった教訓から、PDA やノート PC などを用いた情報収集シス

テムが開発されてきている 1)、2)。 

しかし、これらの情報収集システムの多くは地図データを位置情報として参照しているため、被害の

位置情報が正確な半面、収集端末の用意やデータのインストールに時間を要する。また、操作が簡単で

はなく、発災直後の行政組織トップの迅速な意思判断を支援するまでには至っていないのが現状である。    

これに対し最近では、災害時に携帯性や操作性等が優れた携帯電話を用いて、いち早く被害情報を収

集しようという試みがはじまっている 3)。秋元ら 4)はインターネット接続できる携帯電話にアプリケー

ションをダウンロードしておき、災害が発生した時にはアプリケーションを起動させて設問に答えたあ
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と、緯度経度の位置情報とともに決められたサーバに送信する携帯電話による被害状況把握システムを

提案している。しかし、このシステムで収集したデータはパケット通信網を用いてサーバへ送信するた

め、新潟県中越地震時のように、停電による基地局の停波や伝送路が寸断した場合、データを送信でき

なくなる恐れがある。また、輻輳が発生した場合、データ伝送に相当の遅延が生ずる恐れもある。 

そこで、地震直後の効率的な被害情報の取得と迅速な被害情報の共有を可能とし、災害対策本部等で

の的確な応急対応のための意思決定を支援できるツールとしての携帯電話の機能を高度化するとともに、

その情報を共有化できるプロトタイプシステムを開発した。現在、このシステムは実用化に向け、一般

住民を対象とし、システムの操作性（一度利用すれば時間が経っても操作を容易に思いだすことができ

ることを含む）や信頼性の検証、即ち、いつ発生するか分からない地震などの災害に対しても円滑にシ

ステム操作が可能で、かつ、有効な情報収集システムとして位置づけることができるかについての検証

を行い、システムの改良を図っているところである。 

本稿では、今回開発した「携帯電話を用いた情報収集システム」の空間的フレームワーク及びシステ

ムの位置づけ、操作法を含む本システムの概要を述べた後、2008年2月29日から二日間にわたり、香川県

高松市にて一般住民を対象とし、システムの操作性や信頼性を検証するため実施した実証実験について

報告する。 

 

2.本システムの概要 

 

2.1情報収集体制の空間的フレームワーク及び本システムの位置づけ 
より効率的に情報収集をするために、筆者らの研究グループは、幾つかの自治体防災担当者へのヒア

リング調査を通じ、以下のような情報収集体制を提案している 5)。 

 

１) 管内をブロック化し（小学校区）、その中の公共施設（小学校）を防災拠点＝情報拠点とし、住民の

図１ 情報収集体制の空間的フレームワーク 
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力をフルに活用して被害情報を収集・確認・整理する。 

２) 拠点に拠点用情報システム(注1)をおき、自治体職員等が確認しながら被害情報の入力・伝送を行う。 

３) 拠点と災害対策本部を太い通信インフラでむすび、外部機関とも情報の共有化を図る。 

４) 集約された被害情報、あるいはこれらの情報に基づく防災情報（延焼予測結果など）を住民に対し

て拠点用情報システムにより周知する。 

 

これらを具体化したシステムイメージが図１であり、実際に吹田市6)、豊橋市7)を対象にした実験でそ

の有効性が実証されている。本システムは、図１の情報収集体制に関するフレームワークの一隅に位置

し、住民や自治体職員が小学校などの防災拠点や災害対策本部に駆けつける際に、被害の状況を文字、

携帯電話に搭載されたカメラの画像、およびGPSによる位置測定の結果とともに、携帯電話に装着された

外部メモリ（SDやMini SDなど）に保存し、それを避難所等防災拠点などに設置された拠点用情報システ

ムに取り込めるようにすると同時に、通信が可能な場合には、これらのデータをパケット網を通して送

信できるようにしたものである。なお、本システムを用いて被害情報を収集するタイミングは、発災直

後から一日程度を想定している。 

 

2.2本システムの概要 

被害情報を収集する住民や自治体職員は必ずしも情報通信技術に詳しいとは限らないため、プロトタ

イプのシステムを開発する際に、普段から使い慣れている携帯電話メールに出来るだけ類似した画面構

成になるよう心がけた。開発したプロトタイプの概要を図 2 と図 3 を参照にして述べる。 
 

１． 発災と同時に情報収集をするためには、先ず、携帯電話のアプリを立ち上げる必要がある（図 3 の

左上）。 
２． 携帯アプリを立ち上げ、情報収集を開始すると、災害種別、事案、GPS、カメラ、特記事項が表示

されたメールに類似した画面になる。 
３． 災害種別は、リストから選択できるが、初期選択項目を地震災害とし、別項目を選択しない限り、

地震災害とするようにした。なお、災害種別には、地震災害、水害、その他がある。 
４． 災害直後の緊急対応を考え、入力項目（事案）（注 2）は、火災、建物被害、人的被害等から選択でき

る（図 3 の右上）。 
５． 被害発生位置を携帯電話搭載の GPS より取得する。座標系は WGS84 とし、座標の表示は度とした

（図 3 の左下）（注 3）。 

図 2 情報収集システム操作の流れ           図 3 システムの画面の例 
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６． カメラを立ち上げ、災害発生場所のイメージを撮影すると、画像データは災害種別、事案、GPS の

情報と統合され、1 事案として、CSV 形式のファイルとして、外部メモリへ格納（注 4）される。このと

き、公衆網の被害が軽微で通信ができる場合は、改めて決められたサーバへ送信することも可能であ

る。 
７． 時間的余裕があればコメントを特記事項として入力するが、省略することも可能である。 
８． 最寄の防災拠点に駆けつけ、保存された情報を携帯電話に装備されている外部メモリで情報端末に

渡し、災害対策本部本部等へまとめて送る（図 3 右下）。 
 
図 4 は、災害対策本部や防災拠点などに設置されている災害情報統合システムに、本システムを用い

て収集した災害情報を取り込んだ例であり、災害情報統合システムの詳細については本特集別報告を参

照されたい 8）。 
なお、今回開発したプロトタイプシステムは、AU 製の Brew3.1 対応の携帯電話（W42CA、E03CA）

と Brew 開発環境を用いたアプリ形式のシステムである。 
 

3.一般住民による実証実験 

 

 開発した本システムを用いて、一般住民 29 名を対象に実証実験を行い、本システムで収集した情報の

空間的なデータの精度や情報収集に要する時間を計測した。また、実験終了後、アンケート調査を実施

し、本システムの操作性などを調べた。 
 

3.1 実証実験の概要 

 一般住民の協力が得られやすい香川県高松市の高松築港駅から中央公園手前の地下道入り口まで、約

1km 区間の歩道上を実証実験の地域として選定した（図 5、6 参照）。被験者が実験対象地域の住民ので

図 4 収集された情報を防災拠点のシステムに取り込んだ例 
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ある場合、本実証実験で収集する収集項目は既知の情報であり、収集する情報の発見が予測でき、入力

時間などの結果に影響を及ぼす可能性があることから、被験者は実験対象地域の住民ではないことを条

件とし、メールマガジンの発行や知り合いへの連絡（電話、直接話すなど）などの方法で、20 代から 60

代まで異なった年齢層でそれぞれ5人以上になるように調整し、最終的には29人の被験者を選んだ。 実

証実験地域からの直線距離が一番近い被験者の自宅は 1.5km、一番遠い被験者の自宅は 15.7km 離れてお

り、平均直線距離は 7.4km であり、実験結果には影響しないと判断した（図 5 参照）。 

被験者の属性をみると女性が 72％であり、職業別では、家庭専従者（45％）、会社員・公務員（21％）、

アルバイトまたはパートタイム、自営業、 その他がそれぞれ約 10％を占めている。表 1 に実験参加者

数と属性を示す。被験者の携帯使用状況をみると、携帯電話を 4 年以上使用している被験者が最も多く

（28 人）、一日あたりの通話時間は 30 分未満であり（15 人）、一日あたりのメール取り扱い数は 5 通以

上が 82％を占めている。 

実証実験の情報収集項目として、実災害の被害情報収集が望ましいが、災害現場においては危険が伴

うことや災害が発生していないことから、本実証実験においては、実験場所の歩道上に位置する自動販

売機（飲み物のみ）、郵便ポスト、バス停、コンビニエンスストア、銀行、電話ボックスの 6 項目を災害

時に収集すべき被害情報（家屋倒壊、火災など）として見立て、情報収集を行った（図 7）。また、収集

する時間と同じ距離を収集せずに歩いた時間を計測した。更に、本システムの使い勝手及び改良点など

に関する簡単なアンケート調査も実施した。 

実験方法としては、まず、本システムに関する説明を実験開始前に 10 分程度行った後、収集する目標

物のリスト（ネームプレートの裏側に表記したものと実験手順書）を与えて情報を収集するように指示

した。また、被験者には災害が発生し「避難しているつもり」で情報を収集するように指示した。 

実験当日、被験者に配布した実証実験の手順書を以下に示す。 

 

災害情報収集システム実証実験手順書 

Ａ）実験コース 

  コトデン築港駅～中央公園手前の地下道入り口 

   中央通りをはさんで東側のコースで実験を行います。 

Ｂ）地点登録する目標物について 

  自働販売機（飲み物のみ）、バス停、郵便ポスト、コンビニエンスストア、銀行、電話ボックスの６種類が地点登録する目標物となります。 

  （災害が発生し避難するつもりで）コースを歩き、目標物を見つけたら、その地点まで最大限（約 2m程度）に近づいて携帯に登録します。 

  ※中央通りに面していない目標物については、登録対象外とします。 

  ※自働販売機（飲み物のみ）やバス停等同じ種類の目標物が同じ場所に複数ある場合は１つの目標物として登録します。 

Ｃ）実証実験方法 

  １）１名ずつ携帯を持ってスタートします。上記目標物を登録しながら進んでください。（5～10分間隔で順番にスタートしていきます） 

    スタッフがスタート時刻を管理表に記入します。 

    途中で操作方法が分らなくなった等の理由で計測ができなくなった場合には、とりあえずゴール地点まで歩いて、ゴール地点にいるスタッ

フの指示を受けてください。 

  ２）ゴール地点でスタッフがゴール時刻を管理表に記入します。 

  ３）ゴール地点からそのまま同じコースをスタート地点まで歩いて帰ります。（通常歩くスピードで） 

    ゴール地点のスタッフがスタート時刻を管理表に記入します。 

その際、目標物の登録は不要です。※途中で操作方法が分からなくなった方は帰りも目標物の登録を行いながら帰ってい 

ただきます。 

  ４）スタート地点でスタッフがゴール時刻を管理表に記入します。 

  ５）使用した機材等を返却いただいて、アンケートにご記入いただきます。 

Ｄ）注意事項 

  実験中は、ネームプレートをつけていただきます。 

  交通事故等にはくれぐれもお気をつけ下さい。 

  何か問題が発生した場合には、○○宛にご連絡下さい（×××－××××－××××） 
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図 5 実証実験エリアと被験者の自宅分布 

図 6 実証実験エリア（高松市）及び収集項目      図 7 実証実験の様子 

年齢層 男 女 計

20代 4 3 7
30代 1 5 6
40代 1 5 6
50代 0 5 5

60代以上 2 3 5
計 8 21 29

 表 1 実験参加数と属性 
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3.2 実験の結果 

1）システムの操作性 

 システムの開発においては、PC や携帯電話などのシステムに必ずしも詳しくなくても操作ができるた

めに、できるだけ普段から使い慣れている携帯電話メールに類似した画面構成になるように心がけた。

このことから、10 分程度の説明を聞いただけで、29 人中 28 人の被験者は操作することができた。なお、

収集対象物 22 か所のうち、１か所でもデータが取れていれば、操作可と判断した。 

 収集システムの操作不可と判断された被験者を除き、実証実験で集めたデータと事前に調査し数値化

したデータと比べ、どの程度漏れているかを調べた結果、20 代から 40 代までの被験者が集めたデータ

の漏れは平均 2 か所であるのに対して、50 代は平均 6 か所、60 代は平均 17 か所と年齢が上がるほど、

データの収集漏れが多くなる傾向となった（図 8）。その理由の一つとして、実証実験で使用した携帯

電話が被験者所有のものではなく、特に高齢の被験者は新たな機器への対応が困難なことが実験結果に

表れたものと考えることができる。したがって、実践配備をする際には、被害情報を収集する人が普段

から使い慣れている個人の携帯電話に災害情報収集システムをインストールすることにより、 データ

漏れを少なくする必要がある。 

 さらに、この様な傾向が見られる要因を明らかにするため、実証実験後、携帯電話の使用状況を聞い

た内容をもとに、統計解析（数量化Ⅱ類）を行った。サンプル数は被験者全体の 29 人であり、目的変数

と説明変数は以下のとおり設定した。 

 

 目的変数：被験者が収集したデータに基づき、データ収集漏れが 5 か所以下の被験者は、

システムの操作ができ、かつ、収集したデータも信頼できるため、「本システムの操作方

法を理解している」とし、逆にデータの収集漏れが 20 か所以上の被験者は、システムの

操作方法を理解していないか、または収集したデータの信頼度が低いため、「本システム

の操作方法を理解していない」とした。 

 説明変数：被験者の属性（性別、年齢、職業、携帯電話の使用歴、1 日の携帯電話の使用

時間、1 日の携帯電話メールの使用量、携帯電話カメラの利用、携帯電話の GPS 機能の利

用） 
 

 8 項目、25 水準での解析を行った結果を表 2 に示す（判別中点 0.48、判別的中率 100％、相関比 0.88）。 
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1 全く使っていない 4 -0.5599
2 時々使っている 25 0.0896
1 全く使っていない 25 -0.0099
2 時々使っている 4 0.0618

0.34

2.30

1.59

2.29

0.25

0.44

0.65

0.07

29
判別的中率 100

判別的中率（信頼付加）
100
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判別的中率（信頼可）

水準
（カテゴリ）

性別

年齢

サンプル数

職業

携帯電話使用歴

1日の携帯電話の
使用時間

1日の携帯電話メー
ルの使用量

携帯電話のカメラの
利用

携帯電話のGPS機
能の利用

図 8 データの収集漏れ（平均件数） 

                        表 2 数量化Ⅱ類解析結果 

デ
ー
タ
の
収
集
漏
れ
件
数
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  図 9 本システムの操作性  
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重み係数（カテゴリスコア）が正値側に大き

いほど本システムの理解に寄与することを

表す。レンジ（範囲）は、各要因に対する影

響力を表し、レンジの大きい要因ほど本シス

テムの理解に寄与するといえる。解析の結果、

年齢は 40 代までで、職業は会社員、学生や

アルバイト、携帯電話の使用歴は 4 年以上の

被験者が、本システムの操作方法を理解して

情報収集をしていたということがわかる。ま

た、アイテムレンジは小さい（0.44）ものの、

重み係数から判断して、携帯電話メールを少

しでも使用している被験者のほうが、本シス

テムの操作方法を理解していることも示さ

れた。 

 本システムの操作性について、18 人が「わ

かりやすい」と答えており、「普通」の 6 人

を入れると 80％を超えている（図 9）。その

ように思った理由を聞いたところ、「操作が

直感的で簡単だった」、「操作の流れ通りで

できた」との意見や「普段携帯電話を使って

いるから」との意見が多数を占めている。 

 しかし、本システムの分かりづらいところを聞いたところ、アプリの起動（10 人）、キャンセルボタ

ンの位置（8 人）や GPS 測位（4 人）などの意見があり、結果的には「本システムの操作方法を理解し

ていない」理由として作用していると判断することができ、これに関しては、さらに改良する必要があ

る。 
 

2）収集したデータの位置精度及び情報収集の平均時間 
 本システムを用いて収集した災害情報を、発災してからごく初期の段階（発災から 1 日程度）で、意

思決定の材料として使うためには、本システムで収集したデータの空間的な精度を把握しておく必要が

ある。図 10 の左は、実証実験で集めたデータと事前に調査し数値化したデータとを重ねてみたものであ

る（実験で収集したデータは小さい図形、実データは大きい図形）。さらに、空間的な誤差（m、方位）

を調べるために、収集したデータと実データとの間にラインを引き、計測した（図 10 左）。その結果、

230°方向に約 50m 誤差が生じており、今回開発に用いた AU 製の W42CA、E03CA のマニュアル上の

GPS 精度とほぼ同じ結果が得られたが、災害現場では情報入力する対象からある程度離れて情報を入力

することが多いと考えられること（特に火災が発生している場所では、危険性があり、近づけない）な

どから、今後は収集されたデータをどのように扱うかについて（たとえば、収集されたデータをメッシ

ュ処理するなど）検討をしておく必要がある。 
 また、図 11 は、情報収集に要する各年齢層別の平均時間を計測したグラフであり、情報を収集しなが

ら約１km を移動した場合の被験者全体の平均時間は約 23 分、また同じ距離を情報収集せず、移動した

場合の被験者全体の平均時間が約 12 分かかっている。このことから本システムを用いて 1 項目の被害情

報を収集するには、約 30 秒の時間が必要であることがわかった。ここで、60 代以上の人に比べて 50 代

の人の場合が、移動に要した時間が長くなっている理由は、50 代の被験者 5 名のうち、本システムの操

作ができなかった 1 名を除いて平均時間を求めたこと、また、1 名の被験者の歩く速度が極端に遅かっ

たためである（同年代の遅い被験者より、6 分以上差がある）。50 代、60 代に関しては、データの収集

漏れが多いこと、収集に要する時間のバラつきが見られること、また母数が少なく判断することが難し

いことから、今後 50 代、60 代のみを対象とした追加実験を予定している。 
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図 10 実証実験で収集されたデータの空間的な精度 

図 11 情報収集に要した年齢層別平均時間 
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4．まとめ 
 

災害、特に地震災害時には、通信の輻輳が懸念されるが、そのような状況下においても、携帯電話が

情報収集の手段として利用できれば、その普及率、操作習熟度等から判断して極めて有効なツールとな

りうる。このことから、通信以外の携帯電話が持つ機能に着目し、携帯電話を用いた情報収集システム

を開発した。特に、最近、GPSの精度が上がっていることから、ごく初期の段階（発災から1、2時間後

程度）での緊急対応判断に有効であると考えられる。 

2008年2月29日から二日間にわたり、香川県高松市において、一般住民29名を対象に実証実験を行い、

本システムの操作性などを検討した。また、本システムを用いて情報収集した場合の空間データの精度

及び情報収集に要する時間を分析した。その結果をまとめると以下のようになる。 

 

1. 本システムの基本操作は、29人中28人の被験者が簡単に操作を行っているが、年齢は40代歳までで、

職業は会社員、学生やアルバイト、携帯電話の使用歴は4年以上の被験者が、本システムの操作方

法を理解して情報収集をしていたということがわかった。また、携帯電話メールを少しでも使用し

ている被験者のほうが、本システムの操作方法を理解していることも確認した。 

2. 本システムを用いて収集したデータの空間的な誤差は約50mであり、今回開発に用いたAUの

W42CA、E03CAのカタログ上のGPS精度と大凡同じ結果が得られ、発災直後の災害情報収集システ

ムとして位置づけることが可能であることを確認した 

3. 本システムを用いた場合、1事案の災害情報を収集するに約30秒の時間が必要であることがわかっ

た。 

 

50 代、60 代の被験者からデータの収集漏れが多く見られたこと、収集に要する時間のバラつきが見ら

れたことなどから、今後 50 代、60 代を中心に被験者の母数を増やし、追加実験を行う予定である。ま

た、今回の実験を予備実験（防災訓練及びシステムに関する研修）として位置づけ、いつ起こるか分か

らない地震等の災害に対して、有効な災害情報収集システムとして位置づけることができるかを検証す

るため、今回の被験者を対象とした追跡実験（次回の実験では、本システムの説明等は一切行わず、今

回行った情報収集を行う実験）を約 1 年後に行う予定である。 

なお、現段階においてはプロトタイプシステム、即ち災害情報収集システムとしての可能性を確かめ

るための臨時的な要素が強く、例えば入力項目（事案）などについては火災、建物被害、人的被害等の

ように単純化されている。このことから、現在、災害ごとに大項目、中項目、小項目をそれぞれ 10項目

程度が入るように仕様を変更しており、それぞれの項目を完全に組み込むのではなく、ある程度自由に

変えるように改良しているところである。また、防災訓練等を利用し、さらにシステムの有効性の検討

を行う予定である。 

 

補注 

（1）簡易な GIS 機能と情報入力・表示可能な情報端末(ノート PC)、Web カメラ、IP電話からなる。 

（2）この入力項目はプロトタイプシステムの項目であり、システムとして可能性を確かめるための臨時   

的な要素が強い。 

（3）GPS の精度はハードウェア依存であり、今回開発に用いた AU 製の W42CA、E03CA のマニュアル

上の GPS 精度は 3 段階のレベルとして表示され、一番高いレベルの GPS 精度は約 50m とされている。

また、現段階のシステムは位置情報を取得するため MS-Based 方式、即ち最初の位置測位時に効率よく

GPS 信号を受信できるためのアシスト情報をサーバーとの通信により取得し、その後は GPS 信号を受信

できる限りは自律型のように単独で即位を行う。そのため、必ず最初に基地局との通信を行う必要があ

り、地震などの影響で基地局が停波し、まったく電波を受けられない場合、測位開始直後「GPS 情報取

得失敗」というメッセージとともに動かなくなる（電波暗室での実験済み）。また、現段階のシステムは

自由形式などで大まかな位置を入力する仕組みは設けていない。 
（4）本システムで収集した 1 事案のデータは 30KB 程度の大きさであり、128MB のメモリの場合、4266
事案の情報を格納できる。 
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ABSTRACT 
We have developed a prototype of Disaster Information Collection System using Cellular Phone that can be used 

under the communication congestion after a large earthquake. The person in charge of responses can easily store 

disaster information such as image, characters and location in a memory card of a cellular phone. We performed 

the field experiment on usability and simulating disaster information collection with ordinary citizen in Takamastu 

city, Kagawa Prefecture. Using the system using Cellular Phone, people could easily input such as public 

telephones, banks, mailboxes searched on their ways.  
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